
（25）離島振興事業
離島振興費項

⼀般会計会計国⼟交通本省組織国⼟交通省府省名
離島振興調査費ほか⽬

本省調査調査主体令和６年度︓139百万円 ほか
（参考 令和７年度︓111百万円）調査対象予算額

①調査事案の概要
【事案の概要】
○ 離島地域は、本⼟からの隔絶性や四⽅を海等に囲まれた地理的条件により、⼈の移動や物流に制約があり、島⺠の⽣活や地域産業に様々な影響が⽣じている。また、その条件不
利性により、⼈⼝減少が⻑期にわたって継続し、⾼齢化も全国に先駆けて急速に進⾏している状況である。

○ 離島振興事業の１メニューとして令和２年度から実施している広域連携体制構築調査（スマートアイランド推進実証調査）は、ICT等の新技術等を導⼊し、各離島地域が抱える
課題の解決を図るため、離島を有する市町村と新技術等を有する⺠間企業・団体等が共同で実施する取組を公募し、現地実装に必要な実証調査を⾏うものである。本実証調査は、
スマートアイランド推進カタログを通じて、調査で得られた成果や知⾒を全国に普及・展開させることで、新技術・デジタル技術の離島地域への実装・横展開を推進することを⽬
的としたものである。令和６年度から、マッチング等のためのプラットフォームを設⽴するとともに、伴⾛⽀援のためのアドバイザー派遣（令和６年度実績︓５市町村）を開始し
ている。

○ 今回の調査では、令和２年度の実証調査開始から５年間が経過したことを踏まえ、これまで実証調査により採択されてきた事業が各市町村において実装されているか、横展開さ
れているか等を調査するとともに、離島が抱える固有の課題の解決に向けて、更なる質の向上を図れないか分析を⾏った。

総括調査票
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②調査の視点 ③調査結果及びその分析

2/3総括調査票

１．スマートアイランド推進実証
調査の実施市町村について

１．スマートアイランド推進実証調査の実施市町村について

○ 実証調査が、どのような市町
村で実施されているのか、どの
程度認知されているのかについ
て調査を⾏った。

２．スマートアイランド推進実証
調査の成果の実装について

○ 実証調査の実施後に、実証調
査を⾏った事業が活⽤されてい
るのか、他の補助⾦との連携が
図られているのかについて調査
を⾏った。

３．スマートアイランド推進実証
調査の横展開について

○ 実証調査の実施後に、実証調
査を⾏った事業が他の市町村に
おいて活⽤が図られているのか
について調査を⾏った。

【調査対象年度】
令和２年度〜令和６年度

【調査対象先数】
有⼈の離島振興対策実施地域を
有する市町村︓110先

○ 令和２年度から令和６年度にかけて、合計43の実証調査を実施しているが、実証調査の実施市町村は、110先の中で26先にとど
まっており、特定の市町村でしか実施されていないことが確認された【表】。分野については、交通・物流を中⼼に、幅広い分野で
実施されていた【図１】。

○ 実証調査を実施していない市町村（84先）のうち、20先はそもそも実証調査を認知しておらず、61先は実証調査は認知している
ものの応募をしていないことが確認された【図２】。応募したことがない理由については、ニーズがないという意⾒もあった⼀⽅で、
詳細が分からないという意⾒もあった【図３】 。

【図２】実証調査の認知度（ｎ=84）

【表】実証調査の実績
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【図３】知っているが応募したことがない理由（ｎ=61）
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【図１】実証調査の実績（分野別）（ｎ=43）
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③調査結果及びその分析

3/3総括調査票

２．スマートアイランド推進実証調査の成果の実装について

○ 実証調査の実施後に、実証調査を⾏った事業のうち実際に⽇常的に活⽤されているものは43事業のうち６事業しかなく、⼤半の事
業については、活⽤に向けて検討中の段階にとどまっているか、あるいは活⽤されておらず、実装があまり進んでいない実態が認め
られた【図４】 。

○ また、実証調査の実施後に、成果の実装等に向けて離島活性化交付⾦を活⽤した事業は４事業にとどまるなど、他の補助⾦との連
携が図られていない実態が認められた【図５】 。
他の補助⾦との連携を図りながら実証調査を⾏った事業を⽇常的に活⽤している事例として、例えば、三重県⿃⽻市では、実証調

査で得られたオンライン診療に係る知⾒を踏まえ、離島活性化交付⾦も⽤いながら必要な機器を整備し、実証調査後においてもオン
ライン診療を継続して実施するなどしていた。
【図４】実証調査を⾏った事業の現在の状況（ｎ=43）

④今後の改善点・
検討の⽅向性

３．スマートアイランド推進実証調査の横展開について

○ 実証調査の他市町村への横展開は、主に、スマート
アイランド推進カタログによって⾏われているところ、
カタログの認知度は低く、また、認知されていても具
体的検討につながっておらず、実証調査を⾏った事業
が他の市町村で活⽤されていない実態が認められた
【図６】 。

【図６】スマートアイランド推進カタログの活⽤状況（ｎ=110）

１．スマートアイランド推進実証
調査の実施市町村について

○ 離島⾃治体に共通する課題を
踏まえた制度設計とし、適切な
周知・広報を⾏うとともに、予
算額についても不断の⾒直しを
図るべきである。

２．スマートアイランド推進実証
調査の成果の実装について

○ 実証調査を⾏った事業の実装
が図られるよう、採択要件や実
証調査後のフォローアップにつ
いても検討すべきである。

○ 優良事例については、事業所
管省庁とも連携し、他の補助⾦
の活⽤や必要な制度改正等を通
じて、実証調査で得られた成果
の実装を⽬指すべきである。

３．スマートアイランド推進実証
調査の横展開について

○ 他の離島⾃治体でも活⽤でき
るよう、単なるカタログの公表
にとどまらず、カタログ内容の
具体化、マッチング・伴⾛⽀援
の取組を更に進めるべきである。

○ 他の離島⾃治体でもニーズが
ある内容に重点化し、技術の標
準化にも配慮しながら、実証調
査を実施すべきである。

【図５】離島活性化交付⾦との連携の状況（ｎ=43）

⾒たことがあり掲載されて
いる技術を導⼊した

⾒たことがあり掲載されて
いる技術の導⼊に向けた具

体的検討を⾏った

⾒たことはあるが掲載されてい
る技術の導⼊に向けた具体的検

討を⾏っていない

⾒たことがない ５７

62

36

連携を図った

連携を図ってい
ない

わからない

離島活性化交付
⾦を活⽤してい

ない

未回答

４

25

10

２

２


